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平成２６年（行ク）第４号 緊急命令の申立て事件（本案事件：当庁平成２６
年（行ウ）第４号） 
決定 
申立人    香川県労働委員会 
被申立人   詫間港運株式会社 
主文 
１ 被申立人は,被申立人を原告とし,香川県を被告とする当庁平成２６年（行
ウ）第４号救済命令取消請求事件の判決確定に至るまで,香労委平成２４年
（不）第３号事件について申立人がした平成２６年２月１０日付け命令の主
文第１項及び第３項に従わなければならない。 

２ 申立費用は,被申立人の負担とする。 
理由 
１ 本件緊急命令申立ての趣旨及び理由は,別紙１の緊急命令申立書記載のとお
りであり,これに対する被申立人の意見は,別紙２の意見書のとおりである。 

  申立人が被申立人に対し履行を求める申立人が香労委平成２４年（不）第
３号事件について平成２６年２月１０日付けで発した命令（以下「本件命令」
という。）は,別紙３のとおりである。 

２ 一件記録によれば,本件命令は,その認定及び判断において正当であり,適法
であると認められる。 

  また,一件記録によれば,被申立人は,申立人が発した本件命令の命令書写し
を受領した後も,今日に至るまで,本件命令主文第１項及び第３項を履行して
おらず,本件命令の取消請求事件の判決が確定するまで不履行の状態が継続し
た場合,全日本港湾労働組合四国地方香川県支部の団結権の侵害ないし組合
員の経済的被害が著しく進行し,回復困難な損害が生ずるおそれがあると認め
られるから,本件命令主文第１項及び第３項について,いずれも緊急命令の必
要性があるというべきである。 

３ よって,主文のとおり決定する。 
    平成２７年１月１５日 
         高松地方裁判所民事部 
 
 
別紙１ 
          緊 急 命 令 申 立 書 
                       平成２６年１２月１２日 
高松地方裁判所民事部 御中 
                        申立人代理人 
申立人      香川県労働委員会 
被申立人     詫間港運株式会社 
          申 立 て の 趣 旨 
１ 被申立人は、被申立人を原告、香川県を被告とする御庁平成２６年（行ウ）



- 2 - 

第４号救済命令取消請求事件の判決確定に至るまで、申立外全日本港湾労働
組合四国地方香川県支部と被申立人間の香労委平成２４年（不）第３号不当
労働行為救済申立事件について、申立人委員会が平成２６年２月１０日付で
発した命令（平成２６年２月１７日交付）の主文第１項及び第３項に従わな
ければならない。 

２ 申立費用は被申立人の負担とする。 
との決定を求める。 
          申 立 て の 理 由 
１ 申立外全日本港湾労働組合四国地方香川県支部（以下、「本件組合」という）
は、平成２４年８月１０日、被申立人を相手方として、申立人委員会に対し、
不当労働行為の救済申立（香労委平成２４年（不）第３号不当労働行為救済
申立事件）（以下、「本件救済申立事件」という）を行った。 

  申立人委員会は、審査の結果、平成２６年２月１０日付をもって本件組合
の申立に対し一部認容した命令(以下、「本件救済命令」という）を発し、こ
の命令書（写）を同月１７日、被申立人に交付した。 

  なお、本件救済申立事件における申立人の主張の大略と、これに対する被
申立人の主張の大略は、申立人委員会がなした本件救済申立事件の命令書の
うち、理由第４「当事者の主張の要旨」に記載のとおりであり、これを組成
する具体的事実は、同命令書中の理由第５「認定した事実」に記載のとおり
であるから、これを援用する。 

２ 被申立人は、平成２６年３月１８日、香川県を被告として、御庁に対し、
本件救済命令の取消しを求める旨の行政訴訟を提起し、現に御庁平成２６年
（行ウ）第４号救済命令取消請求事件（以下、「本件取消訴訟」という）とし
て係属中である。 

３ 被申立人は、申立人委員会の命令書（写）交付後、現在に至るまで、本件
救済命令の内容を履行していない。 

４ 本件組合が平成２６年１０月８日付けで申立人委員会へ送付した「緊急命
令申立のお願い」及び同年１１月１１日に提出した『「緊急命令申立のお願い」
に関する確認事項』によると、本件組合は、命令書発出時５名であった組合
員が、退職により現在３名となっており、その３名の組合員についても、１
名は６０歳を超えた雇用延長者で、１名は５７歳、１名は５２歳となってお
り、被申立人による未履行の状態がこのまま継続した場合、被申立人に勤務
する本件組合の組合員がいなくなることが懸念される。 

５ もし、このまま本件取消訴訟の確定判決に至るまで、被申立人による不履
行の状態が継続した場合、労働者個人の精神的苦痛が大きくなり、組合員が
会社命令で休業させられていた期間の賃金減額相当分を立替払いしている本
件組合も経済的負担が大きいとともに、本件組合の団結権侵害は著しく進行
し、組織上、回復困難な損失を受け、ひいては労働組合法の精神は没却され
ることになる。 

６ 申立人委員会は、平成２６年１１月２５日、第４５２回公益委員会議を開
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催し、労働組合法第２７条の２０及び労働委員会規則第４７条第１項に基づ
き、本件救済命令主文の第１項及び第３項について、緊急命令を申し立てる
必要がある旨決定した。 

７ よって、本申立に及んだ次第である。 
 
疎明方法 
（省略） 
 
添付書類 
（省略） 
 
 
別紙２ 
平成２６年（行ク）第４号 緊急命令の申立て事件 
（本案：平成２６年（行ウ）第４号 救済命令取消請求事件） 
申立人    香川県労働委員会 
被申立人   詫間港運株式会社 
               意 見 書 
                       平成２６年１２月１９日 
高松地方裁判所民事部 御中 
                      被申立人代理人 
 申立人の平成２６年１２月１２日付け緊急命令申立書に対する被申立人の意
見は以下のとおりである。 
第１ 申立ての趣旨に対して 
 １ 申立人の本件申立てを却下する。 
 ２ 申立費用は申立人の負担とする。 
 との決定を求める。 
第２ 申立ての理由に対して． 
 １ 申立人が平成２６年２月１０日付けで発した命令については,現に御庁平

成２６年（行ウ）第４号救済命令取消請求事件（以下「本件取消訴訟」と
いう。）が係属中であり,本件取消訴訟において判断されるべきものである。 

 ２ よって,本件申立ては却下されるべきである。 
                               以上 
 
 
別紙３ 
（香労委平成２４年（不）第３号事件にかかる平成２６年２月１０日付け命令
書に同じ） 
    
 


